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1.は じめ に

日本の製造業 におけ る付加価値の生産については、すでに、別稿において論究 した1)。

本稿では、紙幅の制約上、別稿で触れることのできなかった、付加価値生産における労働

生産性の変化について、二変量変化分析2)を実施 し、 さらに詳 しい分析結果 をえて、先の

分析結果を詳細に後づけようとするものである。

筆者は、別稿において、製造業全体、非製造業全体および製造業におけるつぎの5業 種、

化学、鉄鋼、一般機械 、電気機械器具(以 下、電機 と略称)、 輸送用機械器具(以 下、輸

送 と略称)を 、それぞれに、1部 上場会社 と2部 上場会社に区分 して とりあげ、付加価値

生産におけるそれぞれの業種のあり方と、付加価値生産の生産性を高めるための方向を、

政策という形で提案 した。この政策を提案 した根拠をより明確に示 しているのが、本稿に

提示 している二変量変化分析からえられた分析結果である。本稿においても、この分類を

踏襲 し、労働生産性の変化について、その結果を示 してゆく。

付加価値生産における労働生産性は、つぎの算式によっている。

労働生産性=付 加価値率 ×1人 当た り売上高

1人 当た り売上高=労 働装備率 ×設備利用度

この算式 から明らかなように、労働生産性の変化は、二変量、付加価値率と1人 当た り

売上高の変化によって生 じており、労働生産性の変化量は、付加価値率の変化による変化

量と1人 当た り売上高の変化 による変化量、および、両者の結合効果としての変化量に還

元することが可能である。さらに、1人 当た り売上高にあっては、労働装備率と設備利用

度という二変量の変化によって生 じており、この1人 当た り売上高の変化量 も、労働装備

率と設備利用度とい う二変量の変化量に還元することができる。そ して、この二変量変化

分析を実行すれば、その結果として、生産性の変化が、二変量のうち、どちらの変量によっ

てより大 きな影響を蒙っているかが明らかとなる。このことから、生産性の変化をめ ぐっ

て、どのような政策が採用 されてきているのか、そ して、その結果からみて、どのような

政策を遂行する必要があるかを明らかにすることができる。本稿では、このような二変量

変化分析を実行 した結果にもとづき、先に挙げた業種における政策の相違と、労働生産性

をめぐって、実行すべき政策を提示する。
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2.労 働生産性の変化における二変量、付加価値率と1人 当た り売上高による変化

労働 生産 性 の変化 量 につ いて の二 変量 変 化 分 析 に お いて は、 労働 生 産性 の変化 量 全 体

(以下、全体 の変化量 と記 す)は 、付 加価値 率 の変化 に よって生 じる変化量(以 下 、付加

価値 率 に よる変化 量 と記 す)、1人 当た り売上 高 の変 化 に よ って生 じる変 化量(以 下 、1

人 当た り売 上高 に よる変化 量 と記 す)、 お よび、両 者 の結 合効果(付 加価 値率 お よび1人

当た り売上 高 が と もにプ ラス、 あ るい は、マ イ ナス に変化 してい る場 合 にの み生'じる)に

よって生 じる変 化量(以 下 、結 合効果 に よる変 化量 と記 す)の 合計 とな る。 この分析 によ っ

て、労働生 産性 の変 化 が付加価 値率 と1人 当 た り売 上高 の どち らの変 量 に よ って よ り大 き

な影響 を受 け て い るかが明 らか とな る。

この結果 は 、 グラ フ、FIG.1～FIG.14、 お よび、 〔表 一1〕 に示 して あ る3)。

なお、付 加価 値 率 に よる変化 量 と1人 当た り売上 高 に よ る変 化量 との相 関係数 は 、つ ぎ

の よ うに な って い る。

〔表1付 加価値率 による変化量 と1人 当た り売上高による変化量の相関係数〕

製 造 業 非製造業 化 学 鉄 鋼 一般機械 電 機 輸 送

1部 上場 0.0339

(29)

P=.861

一 〇
.7601

(29)

P=.000

一 〇
.4693

(29)

P=.010

0.6163

(29)

P=.000

0.5535

(29)

P=.002

0.1289

(29)

P=.505

一 〇.2892

(29)

P=.128

2部 上場 一 〇.0252

(29)

P=.897

一 〇.2901

(29)

P=.127

一 〇.1428

(29)

P=.460

0.4171

(29)

P=.024

0.2340

(29)

P=.222

一 〇.2433

(29)

P=.203

一 〇.4191

(29)

P=.024

(Coefficient/(Cases)/2‐tailedSignificance)

まず、製 造 業 お よび非 製造 業 につ いて 見て み ると(FIG.1～FIG.4参 照)、 労働 生産

性 の変化 量 の パ ター ソには、 かな り大 きな差 異 が見 られ る。

製造 業1部 上場 会社 にあ って は、1985年 まで は、1人 当た り売上 高 の影響 が大 き く、 ほ

ぼ変化 は1人 当た り売上高 の変化 と同 じ量 で あ った。 と ころが、1986年 以降 、付加価 値 率

の影響 が大 き くな り、変化 は激 しくな ってい る。 と くに、1993年 、1994年 は、付加価 値 率

に よる変化量 が大 き く影響 してい る。 そ して、1986年 と1987年 、1992年 と1993年 、1995年

には、全体 の変 化量 は マイ ナス とな って い る。前 年度 よ りも低 い生 産性 とな って い るので

ある。 そ の原 因は 、1986年 には、付加価 値率 の低 下 で あ り、1987年 には、1人 当た り売 上

高 の減 少 で あ る。 この年 、付加価 値率 は上 昇 に転 じてい る。 また、1988年 以 降 は、1人 当
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た り売上 高 を大 き く増加 させ るこ とに よって、全体 の変 化量 を プ ラスと して きた が、付加

価値 率 に よ る変 化量 はマ イナ スを示 してい る。 そ して、1人 当 た り売上 高 が減 少 に転 じて

大 き く低下 す る1992年 には、全体 の変化 量 はマ イナス とな る。そ の原 因 は、主 と して付加

価値 率 に あ る。 けれ ど も、翌 年 には付加価 値 率 に よ る変 化量 は少 し上 昇 して い るが、1人

当た り売 上高 の変化量 が大 き くマ イ ナス にな る ことに よ って、1993年 も全体 の変化 量 はマ

イナ ス とな ってい る。1994年 も1人 当 た り売 上 高は マ イナスで あ るが、付 加価 値率 に よる

変化量 の上昇 に よって全体 の変化量 は プ ラ スとな ってい る。1995年 には、付加 価値 率 の低

下 に よ って、1人 当た り売上 高 が上 昇 して い るに もかか わ らず、 また、全 体 の変化 量 はマ

イ ナスに転 じて い る。 この よ うに、労働 生産 性 の変化量 は、1983年 まで は、1人 当た り売

上 高の変 化量 が プ ラスで あ ることに よ って 、 プ ラスを維 持す る ことがで きて い るが、 それ

以 降、付加 価値 率 と1人 当た り売上 高 の双方 の影 響 を受 けて、全体 の変化 量 は、 プラス、

マ イナス を繰 り返 して い る。1994年 の プ ラス、1995年 の マイ ナスは、 これ まで とは異 な る

要 因 に よってい る ことにな る。

それ に対 して、製造 業2部 上場会 社 に おいて は、1983年 まで は、1人 当 た り売上 高 の影

響 が大 きか った が、付加価値 率 の影 響 もかな り大 きな もので あ った。 ところが、 それ 以降

は、1人 当た り売 上 高の影 響 が大 き くな り、1988年(プ ラスの影 響)、1990年 と1991年

(マ イナ スの影 響)を 除 けば、1人 当 た り売上 高 に よる変化 量 がほぼ全体 の変 化量 に相 当

してい る。1993年 以 降の マイ ナスの変化 量 は、1人 当た り売 上高 の影響 に よ る。付 加価値

率 に よ る変化量 は、1部 上場 会社 よ りも変化 が少 ない。 この ことは、相 関係数 か らも うか

がえ る。1人 当た り売上高 に よる変化量 と全体 の変化量 の相関係数 は、2部 上場会社 にあ っ

ては、0.9以 上、1部 上場 会社 にあ って は、0.8以 上 で 、強 い相 関関係 を示 して い る。 そ

れに対 して、付 加価 値率 に よる変 化量 との相 関係 数 は、1部 上場 会社0.57、2部 上場 会

社0.35で あ り、1部 上場 会社 と2部 上 場 会社 で少 し異 な って い る。 同 じ方 向 に連 動す る

可能 性 は、1部 上場 会社 の方 が高 い。結 合効 果 によ る変化量 との相 関関係 も、少 し1部 上

場 会社 の方 が強 い。

ところが、非製造業 に あって は、 と くに1部 上場会社 の場合、製造 業 とは異 な ってい る。

付加 価値 率 と1人 当た り売 上高 の変化量 が、逆 に作用 してい る年 が多 い。 そ の ため に、全

体 の変化 量 は、両者 の影響 を受 けて い る ことに な るが、相 関係数 か ら見 る限 り、1人 当た

り売上 高 に よる変化 量 の相 関係数 が高 く(0.63)、 少 なか らず変 化 が同 じ方 向 に連 動 して

い る ことを示 してい る。付加 価値 率 に よ る変化量 とは ま った く関係 がない。 な お、全体 の

変 化量 がマ イ ナスに な ってい るのは、1987年 と、1994年 、1995年 で あ る。1995年 に は、か

な り回復 してい るが、 これ まで 、2年 続 けて マ イナ スで あ った ことはなか った ので、異 例

の事態 で あ るとい うこ とがで きるで あ ろ う。 この マ イナスの原 因は、1人 当た り売上 高の

急 激 な減 少 に よ る。
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そ れ に対 して、非 製造 業2部 上 場 会社 に あ って は 、 また 、1部 上場 会社 とは異 な る。

1983年 と1987年 にマイ ナスの全体 の変 化量 を示 してい るが、そ れ以外 は、1994年 までは 、

1人 当 た り売 上高 による変化 量 が大 きい ことに よって、 プ ラスの変 化量 を示 して きて い る。

1990年 に は、付加価値 率 に よる変 化量 が大 き くマ イ ナス とな ってい るが、 同時 に、1人 当

た り売 上高 を大 き く伸 ばす ことに よ って 、全体 の変 化量 を、低 下 しては い るが、 プ ラス と

して い る。 と ころが、1991年 以 降、1人 当 た り売上 高 に よ る変 化量 が急速 に低 下す るにつ

れて 、全体 の変化量 は急速 に低減 して い る。 同 じよ うな傾 向を見せ て い る1部 上場 会社 の

場 合 よ りも、全体 の変化量 の低減 は急 速 で あ った。 そ れは 、付 加価値 率 に よ る変化量 の増

加 が、1部 上場会社 の場 合 よ りも小 さか ったた めで あ る。 そ して 、1993年 以 降マ イ ナスに

転 じ、1995年 には、 さらに悪化 してい る。 この 関係 を相関係数 で 見てみ ると、1人 当 た り

売上 高 に よ る変化 量 との相 関係 数 が 、0.78、 付 加価 値 率 に よ る変 化量 との相 関係 数 が 、

0.37で 、結 合効果 に よる変化量 とは、0.84と な って い る。 この結果 か らは、製 造業2部 上

場会 社 との近 い状 況 を見 る ことがで きるが、1人 当た り売 上高 に よる変化 量 との相関 関係

は、製造 業2部 上場会社 の場 合 ほ ど強 くはな い。

この よ うに、製造業 、非製造 業 、 また、1部 上場 会社 と2部 上場 会社 にあ って、労働 生

産 性 の変 化量 に対す る1人 当た り売上 高 と付加価 値 率の影 響度 は異 な る。製 造業 にあ って

は、1人 当た り売上 高 に よる変化 量 との相 関 関係 が強 く、1部 上 場会社 にお いて は、付加

価 値率 に よる変化量 と も関連 してい る。

そ れで は、製造業 におけ る各業 種 の労働 生産 性 の変化量 に対 す る1人 当た り売上 高 と付

加価 値 率 に よ る変化 量 は どの よ うに な って い るの で あ ろ うか 。 これ を示 す グ ラ フは 、

FIG.5～FIG.14で あ る。 また、 この よ うな変数 間 の関係 について 、労働 生 産性 の変化

量 に対 す る付加価 値率 に よ る変 化量 、1人 当た り売上 高 に よる変化 量、 その結 合効 果 に よ

る変化 量 につ いての相 関係 数 を示 した の が、 〔表 一1〕 で あ る。

グラ フと相 関係 数 の表 か ら明 らか な よ うに、化 学 、鉄 鋼 、0般 機械 、電 機 、輸送 の各業

種 、1部 上場 会社 、2部 上場 会社 のそ れぞ れ の区分 にお いて、労働 生産性 の変 化量 は、付

加価 値率 に よる変化量 と1人 当 た り売 上高 に よる変化 量 に よって、異 な る変化 を見 て とる

ことがで きる。全体 の変化量 が もっ とも大 きいの は、鉄鋼1部 上場 会社 で あ る。鉄 鋼 は、

1部 上場 会社 、2部 上 場会社 と もに、1985年 以 降 、大 き く変化 して い る。 それ に対 して、

化 学 、輸 送 は、基 本的 に変 化量 が小 さい。 と くに輸送 の2部 上場 会社 は小 さい。

付加価 値率 に よる変化量 と全体 の変 化量 との相 関係数 か ら見 ると、鉄 鋼1部 上 場 会社 と

一般 機 械1部 上場 会社
、それ に、鉄鋼2部 上場 会社 が、相 関関係 が強 い。 あ ま り強 くない

が、 相関 関係 が見 られ るの が、電 機1部 上場 会社 、化学2部 上場 会社 、一般 機械2部 上場

会社 で あ る。輸送1部 上場 会社 と電 機2部 上 場会 社 は、それ よ りも弱 い相 関関係 で あ り、

化学1部 上場 会社 と輸送2部 上 場会 社 に おいて は、 ほ とん ど相 関関係 が見 られ ない。
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それに対 して、1人 当た り売上高 による変化量 と全体の変化量の相関関係は、業種ごと

に、それほど大きな差がない。鉄鋼1部 上場会社 と0般 機械1部 上場会社 においては、付

加価値率 による変化量との相関関係の方が強いことがわかる。2部 上場会社 にあっては、

製造業全体の1人 当た り売上高による変化量 との相関係数よりも、すべて低い相関係数と

なっている。また、鉄鋼と0般 機械においては、結合効果 による変化量との相関係数が、

業種として、他の業種に比較 して、かなり高い。付加価値率と1人 当た り売上高による変

化が同 じ方向に生 じている可能性が高いことを示している。

この相関係数とグラフから、それぞれの業種における政策の変化を読みとることが可能

である。

化学1部 上場会社においては、1人 当た り売上高による変化量 を逓増 させることによっ

て、付加価値率による低い変化量をカバーし、高い労働生産性を維持 してきていた。とこ

ろが、1人 当た り売上高による変化量が1987年 にマイナスに転 じると、付加価値率による

変化量を著しく増加させているにもかかわらず、全体の変化量はマイナスとなっている。

その後、1人 当た り売上高による変化量を逓増 させて、全体の変化量をプラスに転 じたが、

1人 当た り売上高による変化量の低減とともに、また、1991年 には、全体 の変化量 がマイ

ナスとなっている。その後、付加価値率による変化量が急激に上昇 しているにもかかわら

ず、1人 当た り売上高による変化量がマイナスのために、全体の変化量はマイナスにとど

まっている。このことから、先の論稿においては、付加価値率の上昇を必要な政策として

提示 したが4)、研究対象期間全体 を通 じてはこの政策は必要であるが、それに加えて、近

年では、とくに、1人 当たり売上高の上昇が急務 となっていることがわかる。何故、この

ように1人 当たり売上高による変化量がマイナスになっているのかを、さらに究明しなけ

ればならない。

ところが、化学2部 上場会社においては、1部 上場会社の場合 と少 し事情が異なる。そ

の政策は、全体の変化量がマイナスとなっている年度が多いことによっても、1部 上場会

社 と異 なることが明白である。1人 当た り売上高による変化量の大きさが付加価値率によ

る変化量にマイナスの変化が生 じた場合に、それをカバーできるほどのものではないとい

うことがわかる。1人 当た り売上高による変化量が少 し低減すれば、マイナスの全体の変

化量となる。1990年 以降、付加価値率に よる変化量 と1人 当た り売上高による変化量が相

互 に全体の変化量に影響を与えているが、1995年 には、付加価値率 による変化量 も1人 当

た り売上高による変化量 もマイナスとなり、全体の変化量はマイナスに転 じている。この

ことから、付加価値率の定常的な上昇と、1人 当た り売上高の安定的 な増加が必要である。

なお、1995年 におけ る1人 当た り売上高 による変化量の低減は、1部 上場会社 の場合ほど

大 き くはない。

鉄鋼にあっては、1部 上場会社、2部 上場会社 ともに、付加価値率 による変化量、1人
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当 た り売上高 に よる変化量 と全体 の変 化量 との相関 関係 が他 の業種 に比 べて強 い とい う特

徴 があ る。 この付加 価値率 に よる変 化量 と1人 当 た り売上 高 に よ る変化 量 の間の相 関係数

も、他の業種 に比 べて強 い正 の相関 関係 が見 られ る(1部 上場 会社:0.6163、2部 上場会

社:0.4171、 これ以外 では 、一 般機 械1部 上 場会社 が、0.5535で あ る以外 は、非常 に弱 い

正 の相関 で あ るか、 負の相 関関係 を示 してい る。 負 の相 関 関係 を示 して い るのは、化学1

部 ・2部 上場会社 、電機2部 上場 会社 、輸送1部 ・2部 上場 会社 で あ る)。 したが って、

付 加価値 率 に よる変化 量 お よび1人 当た り売上 高 に よる変 化量 と、全体 の変化量 は、 ほぼ

同 じ方 向 に変 化 してい る。 そ の影 響 は、1部 上場 会社 にあ っては、付 加価 値率 によ る変 化

が少 し大 き く、2部 上場 会社 にあ っては、1人 当た り売上高 の変化 が少 し大 きい といえ る。

近年 、1部 上 場会社 にあ って は、1992年 以降 、2部 上場 会社 に あ って は、1993年 以 降、付

加価値 率 に よ る変 化量 と1人 当た り売上 高 に よ る変化量 が ともにマ イナ スに転化す る こと

に よって 、全体 の変化量 は マ イナ スにな って い る。1部 上場 会社 に あ って は、付加価 値率

に よ る変 化量 の低 減 が大 き く、2部 上場 会社 にあ っては、1人 当た り売 上 高 に よる変化量

の低減 が大 きい とい う差異 が見 られ る。 また 、1995年 には、1部 上場 会社 で は、全体 の変

化 量 が、両方 の変化量 の逓増 に よって上昇 してい るが、2部 上場 会社 において は、1994年

に1人 当 た り売上 高に よ る変 化量 の上 昇 に よ って少 し上昇 した全体 の変化 量 も、1995年 に

は、 また、低 減 してい る。 そ の大 きな原 因 は、付加価 値率 に よる変化 量 の低下 に あ る。 こ

こか ら、鉄鋼 におけ る政策 と して は、1部 上場 会社 と2部 上場 会社 で は、差異 が生 じる。

低減 して続 けて い る付加価 値率 を上 昇 させ 、1人 当た り売上高 も再 上昇 させ なけれ ばな ら

ない2部 上場 会社 に対 して、1部 上 場会 社 は、上 昇 してい る付 加価値 率 と1人 当た り売上

高 をいかに持続 す るか、 どの よ うに して さ らに上昇 させてゆ くかが課題 となる。鉄鋼 にあ っ

て は、 同 じ方 向 に変化 量 が変化 す るため に、影響 が大 き く出 る ことにな る。 どの よ うに し

て 、変化 の幅 を小 さ くし、定常 的 に逓増 して ゆ くよ うにす るか とい うこと も今後 の課 題 と

な る。

一般 機 械 にあ っては、1部 上場 会社 につい ては、鉄鋼 と同 じよ うな傾 向を見 て取 る こと

がで きる。鉄鋼 ほ ど大 きな変化 の幅 は生 じて はい ない けれ ど も、 ほぼ同 じ方 向に変化 して

い る。 そ して、他 の業種 に比 べて、付加価 値率 によ る変化 量 の影 響 が大 きい。1986年 以降 、

変化 の幅 が拡 大 し、付加価値 率 に よ る変 化量 と1人 当 た り売上 高 に よる変 化量 は同 じ方 向

に変 化す るこ とに よって、 よい と きには全体 の変化 は大 き く増 加 し、悪 い と きには 、マ イ

ナスの方 向 に大 き く変化 す るとい う結果 にな って い る。1995年 には、前年 とほぼ 同 じで、

変化 がゼ ロの状態 にな って い る。基 本 的 に、他 の業種 に比較 して、1人 当 た り売上 高 に よ

る変 化量 の増加 が小 さ く、 これ を どの よ うに増 加 させ るか が課 題 とな って くる。そ れ に対

して、付 加価値 率 に よる変化量 の変 動 が大 きい。 これ を安定 的 に増 加 させ てゆ くことが必

要 で あ ろ う。
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これ に対 して、2部 上場 会社 に あ っては 、付加価値 率 に よ る変化量 の変化 は非常 に小 さ

い。 ほ とん ど労働 生産性 の上 昇 に寄 与 して い ない。1人 当た り売上 高 に よ る変化量 が全体

の変化量 の大部分 を占めて い る。 したが って、全体 の変化量 は、1人 当た り売上高 に よる

変化量 につれ て変 化 してい るが、1993年 以降 、1人 当 た り売上 高 に よ る変化量 と付加 価値

率に よる変化量 が ともにマ イナスにな ったため に、全体 の変化量 は、大 き くマ イナスになっ

てい る。1995年 には、付 加価値 率 に よる変化量 がプ ラスに転 じる ことに よって、全体 の変

化量 は少 し逓増 したが、1人 当た り売上高 に よる変化量 は またマ イナ スを大 き くしてい る。

2部 上場会社 においては、 この よ うな、1人 当た り売上高 に よる変 化量 のマ イナスをカバー

で き る付加価 値率 に よ る変化量 の上 昇 と、1人 当 た り売上 高 にお け る近年 の変 動 を回避す

る方策 が必 要 にな る。

電 機 では、1部 上場会社 にあ っては 、1984年 まで 、2部 上 場会社 に あ って は、1983年 ま

で、付加価値 率 に よる変化 量 は、 ほ とん ど変化 して い ない。 全体 の変 化量 に対 して 、ほ と

ん ど影響 を与 え ることはな か った とい え る。 それ までは、1人 当た り売上 高 に よる変 化量

が、全体 の変化量 と して 、大 きな影 響 を与 えて きた。 そ して、労働 生 産性 は、順 調 に増 加

して きて い る。 ところが、そ れ以降 、付加 価値率 に よる変化 量 が大 き くマ イナ スにな り、

また、1人 当た り売上高 もマ イ ナスに転化 す るとい う事態 に直面 し、全体 の変化 量 の変 化

は両 方 の要 因の影響 を受 け る よ うに なって い る。1部 上 場会社 に あ って は、1988年 以 降、

1人 当た り売上高 に よる変化量 の上昇 に よって、全体 の変化 量 をプ ラスに維 持 して きた が、

1992年 には、付加価値 率 に よ る変化量 がマ イナ スにな り、1人 当た り売上 高 に よる変化量

もマ イナスに転 じて い る。 その後 、1995年 には、両方 の変化量 がプ ラスに転 じることに よっ

て 、全体 の変 化量 は プ ラスに な ってい る。 上昇 を開始 した とみ なす ことがで き るので あ ろ

うか。 この方 向 を維持 す る政 策 が必要 で あ る。 ところが、2部 上場 会社 におい ては、事態

は深刻 で あ る。1994年 までの状況 は、1部 上 場会社 と同 じよ うに見 え るけれ ど も、1995年

には、 また、変 化量 はマ イナ スに な って い る。 この原 因は、1人 当た り売上 高 に よる変化

量 がマ イナスの程度 を大 き くした ためで あ る。1人 当た り売上 高 が回復 してい ない。 その

上、付加 価値率 によ る変化量 も低 下 した。 どの よ うにす れば 、 この二 つの要 因 を回復す る

ことがで き るのか。 これ が、課題 で あ る。

輸送 に おいては、1部 上場 会社 は、1983年 までは、1人 当た り売 上高 に よる変化 量 が全

体 の変化量 を構 成 して い るとい う、電機2部 上場会社 とよ く似 た変化 を見 ることがで きる。

と ころが、1984年 以 降 は、 付加 価 値 率 に よ る変化 量 が大 きな影 響 を与 え るよ うに な る。

1986年 ～1988年 が プ ラスの全体 の変化 量 を示 してい るが、 これは 、両方 の変化 量 が プ ラス

で あ ることに よる。 また、1989年 ～1994年 まで、全体 の変 化量 は マ イナ スであ るが、 この

原 因 は、1992年 まで は、付加価 値 率 に よる変化 量 、それ 以降 は、1人 当た り売上高 に よ る

変化量 に あ る。1995年 には、 付加価 値率 に よる変化量 がマ イナ ス、1人 当 た り売上 高 に よ
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る変化量 が プ ラスにな る ことに よ って、全体 の変化量 は プ ラスに転 じて い る。 この よ うに、

1部 上場会社 にあ って は、 かつ ては 、1人 当た り売 上高 に よ る変化 量 は常 に増 加傾 向を示

して いたに もかかわ らず 、近 年 、そ れは、低 減傾 向 を示 してい る。 これ を、 もう一一度逓増

傾 向 の レール にのせ る ことがで きるので あ ろ うか。 そ して 、 さ らに、付加価 値率 に よ る変

化 量 を上 昇 させ るた めの方策 が不 可欠 で あ ろ う。

これに対 して、2部 上場会 社 に あ って は、小 さな変化 の 幅で は あ るが、1人 当た り売 上

高 に よる変化量 に よ る変化 が主要 な変 化 となってい る。 付加価 値 率 に よる変化量 の変化 が

それ ほ ど大 き くな く、 また、 マ イナ スの変 化 を示 す ことが 多 いた め、 同 じ方 向に1人 当た

り売上 高 に よる変化量 が変 化 した場 合 には、 と くに、マ イナ スの方 向 の場 合 には、大 きな

影響 を蒙 ることにな る。1人 当た り売上 高 に よる変化量 が大 きけれ ば 、全体 と して プ ラス

の変化 量 とな るが、 と くに1987年 と1993年 、1994年 は、全体 の変化 量 は、大 き くマ イ ナス

とな って い る。1993年 以 降 は、1人 当 た り売上 高 に よる変 化量 が大 き くマ イナ ス とな る こ

とに よって、全体 の変化量 はマ イ ナスに な るとい う事 態 に な って い る。1992年 以降 、全体

の変化量 は、付加価値率 に よる変化量 に よって支 え られて い る。2部 上場 会社 にあ っては、

1人 当 た り売上高 に よ る変化量 を早 くプ ラス転 じる方策 を講 じる こ とが不 可欠 であ る。 そ

して、急激 な1人 当た り売上 高 に よ る変 化量 の変化 を少 しで も緩和 で き るよ うな長 期的 な

方 策 も考慮 す る必 要 があ る。

以上 、労働 生産 性 の変 化 につ いて みて きた。 ここで は、分析 結果 に基 づいて 、各 業種 ご

とにい くつ かの政 策 の提 案 を して きた。 つ ぎに、 労働生産 性 に おい て、 ほ とん どの業種 が

全体 の変 化量 と少 なか らぬ相 関 関係 に あ るとす る、1人 当 た り売 上高 について、 それ を構

成 す る二 変量 、労働装 備率 と設備 利用 度 につ いて、二変 量変 化分 析 を実行 した結果 か ら明

らかにな る ことを示 して ゆ くことに よって、 さらに詳細 な提 案 を試 みて ゆ きた い。

3.1人 当た り売上高の変化 における二変量、労働装備率と設備利用度による変化

1人 当た り売上高の変化量は、労働装備率の変化によって生 じる変化量(以 下、労働装

備率による変化量 と記す)と 、設備利用度の変化によって生 じる変化量(以 下、設備利用

度による変化量 と記す)と 、両者の結合効果によって生 じる変化量(以 下、結合効果によ

る変化量 と記す)に 還元す ることがで きる。分析結果は、グラフFIG.15～FIG.28と 、

〔表一2〕 に示 してある。

〔表一2〕 の1人 当た り売上高の変化量 と設備利用度による変化量との相関係数から見

る限 り、電機2部 上場会社 と輸送2部 上場会社 が、0.7程 度の相関係数 を示す以外は、す

べて、0.8以 上であ り、 とくに1部 上場会社 においては、0般 機械 と電機を除 き、製造業

全体、非製造業全体も含めて、0.9以 上の非常に強い相関関係 を示 している。それに対 し
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て、1人 当た り売上高の変化量 と労働装備率による変化量との相関関係は非常に弱いか、

ほとんど存在 しないとい う状況である。労働装備率による変化量は、1人 当た り売上高の

変化量 とはほとんど独立的に変化 しているのであり、さらには、非製造業1部 ・2部 上場

会社、化学2部 上場会社 、鉄鋼1部 ・2部 上場会社 においては、逆 の相関関係すら見られ

る。また、結合効果による変化量との相関関係は、設備利用度による変化量ほど強 くはな

いが、労働装備率に比べてはるかに強い相関関係を示 している。このことは、1人 当た り

売上高の変化量 に対 して、労働装備率と設備利用度の変化の方向がかなり強 く同じ方向に

連動していることを意味 しているとみなすことができるであろう。なお、労働装備率と設

備利用度のそれぞれの変化量の相関係数は、次のとおりである。

〔表2労 働装備率 による変化量 と設備利用度による変化量の相関係数〕

製 造 業 非製造業 化 学 鉄 鋼 0般 機械 電 機 輸 送

1部 上場 一 〇.3390

(29)

P=.053

一 〇.3629

(29)

P=.053

一 〇.3594

(29)

P=.055

一 〇.3147

(29)

P=.096

一 〇.3741

(29)

P=.046

一 〇.3869

(29)

P=.038

一 〇.2476

C29)

P=.195

2部 上場 一 〇.4123

(29)

P=.026

一 〇.7525

(29)

P=.000

一 〇.5475

(29)

P.002

一 〇.5171

(29)

P=.004

一 〇.2569

(29)

P=.174

一 〇.5506

(29)

P=.002

一 〇.3685

(29)

P=.049

(Coefficient/(Cases)/2‐tailedSignificance)

この結果か ら明らかなよ うに、労働装備率と設備利用度はすべて逆相関であり、一般機

械を除いて、2部 上場会社 の方が1部 上場会社 よりも少 し強い相関関係を示 している。相

関の強さに差はあるけれども、労働装備率による変化量と設備利用度による変化量とは、

逆に変化する。 これは、設備を、労働装備率では分子とし、設備利用度では分母とすると

いう計算式にも原因があるといえるが、売上高と従業員数によって、このような相関関係

における差異が生 じている。

このような相関係数の結果は、グラフにおいて如実に示されているとおりである。グラ

フによれば、非製造業の方が製造業よりも変化の幅が大きい。とくに、非製造業1部 上場

会社における変化量は大 き く変動 している。その原因は、設備利用度の変化にあることが

明確であるが、それ以上に、労働装備率による変化量が、1人 当た り売上高の変化量に対

して、ほぼ同じ大きさであることに注 目すべきである。1990年 に少 し減少 しているが、た

えず労働装備率を増加 させる方向での行動が読みとれる。1995年 においてもまだ落 ち込ん

ではいない。製造業1部 上場会社、製造業2部 上場会社が、1993年 以降、大 き く労働装備
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率 に よる変化量 を減少 させ、非 製造業2部 上場会社 が、1994年 以降 、少 し低 下 して い るの

に比 べ ると、 明 らかに異 な る。 さらに、非 製造業1部 上場 会社 にお いては、労働 装備率 に

よる変化 量 が大 きな割 合 を 占めて い る ことに よって 、設備利 用 度 に よる変動 の大 きさを カ

バー し、1人 当た り売上 高 の変 化 を引 き上げ るこ とがで きた。 設備 利用 度 に よる変化量 が

マ イナスで あ って も、1人 当た り売上高 の変化量 を プ ラス にす る ことが可能 で あった。 と

ころが、1987年 と1992年 以 降の設 備利用 度 の変 化量 の低減 は、 それ では カバーで きない ほ

ど大 きな もので あ り、 また 、1992年 以 降 は、1人 当た り売上 高 の変化量 は、1995年 には 回

復基調 にあ るけれ ど も、マ イナスの ま まで あ る。非製 造業2部 上 場会社 において は、1人

当た り売上 高の変 化量 に対 して労働 装備 率 に よる変 化量 が大 きな割 合 を占め るよ うにな っ

たの が、1987年 以 降で あ る。 それ以降 、 たえず労働 装備 率 に よ る変化 量 は、1995年 には少

し減 少 したが、増 加 して きて い る。 けれ ども、1人 当 た り売 上 高 の変 化量 は、1992年 以降

大 き くマ イナ ス とな って い る。 その原 因 は、非常 な勢 いで低 下 した設 備利用 度 に よる変化

量 で あ る。 労働装 備率 に よる変 化量 が カバー してい る ことに よ って 、1人 当た り売 上高 の

変化量 は少 しの低 下 に と どま って い るの であ るが、一 向 に回復 しない設備利 用度 の低下傾

向 によ って、1人 当た り売 上高 の変化 量 は低 下 し続 けてい る。

製造業 にお いて は、1部 上場 会社 と2部 上場会社 とでは 、1988年 まで は、変化 の幅 に違

いは あ るが(2部 上場 会社 の方 が小 さい)、1975年 と1981年 に設備利 用度 によ る変化量 に

相違(1部 上場 会社 は プ ラス、2部 上場 会社 はマ イナ ス)が 見 られ るほかは、 それ ほ ど大

きな差異 は存在 しない。1989年 以降 、2部 上場会社 にあ って は設備利 用度 によ る変化量 が

マ イナス とな り、低減 傾 向 を示 し、1995年 には また低 下 して い る。 それ に対 して、1部 上

場 会社 では、1990年 まで は 、 プ ラスの設 備利 用度 に よる変 化量 を示 し、1995年 には、1人

当た り売 上高 の変化量 は プ ラスに転 化 して い る。 また、労働 装 備率 に よる変化量 は、1部

上 場会社 にあ って は、1992年 まで 、2部 上場会社 にあ って は 、1993年 まで、 ほぼ同 じ程度

に増加 して きてい る。 そ れ以 降、減 少 して い る。 日本 の製 造業 の 直面 してい る課題 は、1

部上場会社 と2部 上場 会社 とで は、 これ まではそれ ほど大 きな相 違 が なかった とい えるが、

今 日にお いて は異 な る行 動 が要求 され てい る といわ なけれ ば な らない であ ろ う。

この よ うな全体 的 な状 況 の下 で、各業 種の分析 結果 につい て見 てゆ き、政策 を提 示 して

ゆ く。

す べての業種 におい て、労働 装備 率 に よる変化 量 が1991年 を ピー クと して、 それ以 降、

減少 して い る。 そ して、1995年 にそれが少 しで も上昇 して い る業種 は、鉄鋼1部 上場会社 、

電機2部 上場 会社 、輸 送1部 上場 会社 にす ぎない。他 の業種 で は、低下 は続 いてい る。化

学2部 上場会社 、電 機1部 上 場会社 、輸送2部 上場会社 は、 マ イナ スにな ってい る業種 で

あ る。 労働装 備率 に よる変化 量 は、1974年 あ るい は1975年 頃 に、0つ の ピー クを迎 えてい

る。 その後少 し減 少す るが、鉄鋼 以外 は、順調 に、再 度上 昇 して きて いた。 と ころが、化
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学1部 上場 以外 の業種 で は、1987年 頃 に再 度低 下す る傾 向が見 られ る。 そ の後 、 も う一度

上昇 し、1991年 に ピー クとな る。鉄鋼 にあ っては、 す で に、1982年 に最低 の変 化量 を見せ

てい る。2部 上場 会社 で は、そ の変 化量 は、 マ イナ スに な って い る。 その後、1部 上場 会

社 では少 し変動 して はい るが、1991年 の ピー クを迎 えて い る。 化学1部 上 場会社 にあ って

は、 ほとん ど落 ち込 んで はい ない。 それ に対 して、設 備利用 度 によ る変化量 は、個 々の業

種 におい て、か な り異 な る変化 を見 せて い る。 この二 つ の変量 に よ る変化量 の組 み合 わせ

の中か ら、政策 を探 ってみ よ う。

化学1部 上場 会社 にお いては、1人 当た り売上高 の変化量 がマイナ スにな って い るのは、

1987年 と1992年 以降 で あ る。設備利 用度 に よる変化 量 がマ イ ナスの年 にお いて も、労働 装

備 率 に よる変化量 が プ ラスで あ ることに よって、 マ イナ スを カバー し、1人 当た り売上 高

の変化量 を プ ラスに維持 し、 また、労働装 備率 に よ る変化 量 も増加 して きて いた。 ところ

が、1991年 を ピー クに、労働 装備率 に よ る変化量 が減 少 し、 さ らに、設備利 用度 に よ る変

化量 がマ イナ ス とな って い る。 設備利 用度 の変化 が大 きいた め に、 ほぼそ の変化 にそ って

1人 当た り売上 高 の変化 量 も変化 してい る。 したが って 、1人 当た り売上 高の変化量 を増

大す るため には、 まず 、設備利用 度 の回復 が急 務 とな る。 売上 高の 回復 で あ る。労働 装備

率 によ る変 化量 を上 昇 させ るため には、設備 の増加 が必 要 で あ るが、設 備 の増 加 が売 上高

の上昇 に結 びつか ない とい う状況 が ここ数 年間 続 いて い る。 積極 的 に設備 の増加 を試 み て

ゆか なければ、 この ままの事態 が継 続す る可能 性 が強 い。 売上 高 が回復 して も、労働装 備

率 が上昇 しなけれ ば、本格 的 に、1人 当た り売上 高 を回復 させ る ことはで きず、 ひいて は、

労働生産 性 を上昇 させ る ことはで きない。

2部 上場会社 にお いて は、設 備利用 度 に よる変化 量 が マ イナ スで あ る年 が、1部 上 場 会

社 の場 合 よ りも多 い。 そ して 、1990年 に おけ る設備 利用 度 に よ る変化量 の低下 は、非 常 に

急激で あった。 その後徐 々に回復 して きて いた が、1995年 には、 また、少 し低下 して い る。

この よ うな状況 か ら、2部 上場会社 におい ては、設 備利用 度 を上 昇 させ るた めだけ では な

く、 さらに、継続 して、安定 的 に設備利用 度 を高め る方 策 が必 要 に な る。 さ らに、労働 装

備率 によ る変 化量 も、1989年 に低 下 し、1995年 には 、マ イナス とな って い る。 この結果 か

ら、設 備 の増加 が要求 され てい る ことがわか る。 そ の上 で、売 上高 の増 加 をは か らなけれ

ばな らない。 まず 、設備 の増加 を実行 してゆ くことが急 務 で あ るとい える。

つ ぎに、鉄鋼 にお いては、1部 上場 会社 と2部 上 場 会社 で は、設備利 用度 の変化量 に差

異 が見 られ る。 労働 装備率 に よる変化量 について は、1994年 に2部 上場 会社 では上 昇 し、

1部 上場 会社 では低下 して い るとい う差異 があ る程度 で、 先 に触れ た よ うに、1995年 には、

1部 上場会社 で は再上 昇 して い るが、 か な りよ く似 た変 化 を見せ てい る。 それ に対 して、

設 備利 用度 に よ る変化量 が大 き く異 な るのは、1970年 代後 半 と1990年 で あ る。 と くに、2

部上場 会社 に あ って は、1990年 にはマ イナ スで あ った設備利 用 度 に よる変化量 が、1991年
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には、 プ ラスにな って い る。1部 上場 会社 に あ って は、1990年 は プ ラス、1991年 もプ ラス

であ る。1992年 以 降 と もにマ イナ ス とな り、1995年 には 、少 し回復 して い る。 この結果 、

1995年 には、1人 当た り売 上高 の変化量 全体 と して は、1部 上場 会社 プ ラス、2部 上場 会

社 マ イナ スとな って い る。1部 上 場会社 の場 合 には 、設備 利用 度の 回復 が急 がれ る。 そ れ

に対 して、2部 上 場会 社 の場合 には 、労働装 備率 の上 昇 、設備 の増加 が必 要 であ る。 そ の

上 で 、売上 高 を上 昇 させ る方策 を講 じなければ な らな い。 事態 と しては 、2部 上場 会社 は

深刻 であ ろ う。

0般 機械 にあ って は
、労働 装備 率 に よ る変 化量 が順 調 に増 加 して きた結果 、1992年 まで

は、 それ ほど大 き く1人 当た り売上 高の変化 量 がマ イ ナス とな る よ うな事態 を経験 して き

てい ない。1987年 に1部 上 場会社 で は、設備 利用 度 が大 き く低 下 した ことに よ って、1人

当た り売上 高 の変 化量 はマ イナ スとな って い る。 また、2部 上場 会社 において は、1982年

か ら1987年 までの設 備利用 度 に よ る変 化量 のマ イナス を、労働 装備率 に よる変化量 のプ ラ

スで カバー し、労働 装備率 に よる変化 量 が減 少 して 、 カバ ー しきれ な くな った1986年 を除

いて 、1人 当た り売上 高 の変化 量 は、 プ ラス とな って い る。 ところが、1989年 以 降、設 備

利 用度 に よる変 化量 が急速 に低 下 してい る。1991年 あ るいは1992年 には大 き くマ イナ スと

なってい る。1994年 には少 し回復 した が、2部 上 場会 社 に あ って は、1995年 には再度低 下

して い る。1部 上場 会社 は順調 に回復 し、1人 当 た り売上 高 の変化量 もプ ラスに転 じてい

る。 この よ うな差異 が生 じてい るため に、政 策 と して は、1部 上場会社 にあ っては、労 働

装備率 の増 加 、設備 の増加 を実 行す るこ とが必 要で あ り、 これ まで の よ うに安定 した1人

当た り売 上高 、 ひいて は、労働 生産 性 を確保 す るため には、長 期的 な行動 が必要 で あ る。

2部 上場 会社 に おいて は、売上 高 が充 分 に回復 しない間 に、 また低下 す る とい う状 況 に あ

り、 それ に、労働 装 備率 の低下 が拍 車 をかけ てい る。 労働 装備 率 の上 昇 と、設 備利 用度 の

増 加 を実 行 しなけ れば な らない。非 常 に厳 しい状 況 に あ る。 まず、労 働装備 率 の増 加 が求

め られ る ことに な る。

電機 にあ っては 、労働 装備率 によ る変化量 は、1985年 と1991年 とい う二 つの ピー クを持 っ

てい る。 そ の間、1988年 に谷 を経験 してい る。 そ して、1994年 には、2部 上場 会社 にあ っ

て は も う一度 谷 を経験 し、再 度上昇 して い るが、1部 上場 会社 にあ って は、少 し低 下す る

とい う事態 とな って い る。 この業種 で は、1992年 以 降、1人 当た り売 上高 の変化量 がマ イ

ナスに なるまで は、1部 上場 会社 にお いては1986年 と1987年 以 外の年 、2部 上場 会社 に お

いては1975年 、1987年 と1988年 以外 の年 はす べて プ ラスで あ った。労働 装備 率 に よ る変化

量 が、設 備利用 度 に よ る変化量 のマ イナ スをカバ ー して い た。 この電機 も、労働 装備率 の

大 きさが、有効 に作 用 して いた業種 で あ る。 ところが、1992年 以降 は、労働 装備 率 に よる

変化量 が設備利 用度 に よる変 化量 のマ イナ スを カバー しきれ な くな って い る。労働 装備 率

に よる変 化量 の減 少 がそ の大 きな原 因 とな ってい る。1995年 には、1部 上場 会社 に おい て
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は、1人 当た り売 上高 の変化 量 は プ ラス に転 じて い るが、そ の原 因 は、設備利 用度 に よる

変化量 がプ ラスに転 じた ことに よる。売 上高 の増 加 で あ る。 労働 装備 率 の上 昇 が必要 にな

る。2部 上場 会社 におい ては、労働 装備 率 が上 昇 しつ つ あ るに もかかわ らず 、設備利 用度

が再度低下 す る ことに よ って、1人 当た り売上 高 の変化量 は低下 し、マ イナ スで あ る。 労

働 装備率 の上昇 と、設備 利用 度 の増 加 が必要 に な る。

最後 に、輸 送 において は、1部 上場 会社 の1994年 と1995年 の変化 が非常 に急 激で 、かつ、

大 きい。設備利 用度 に よ る変 化量 がマ イナ スか らプ ラスに大 き く変換 して い るた めに、 ま

た、それ に よって、1人 当た り売上 高 の変化量 も大 き くプ ラスに転化 して い る。1993年 ま

では、電機 と同 じよ うに、労 働装備 率 に よる変化 量 が設備利 用 度 に よ る変化量 の マイ ナス

をカバー して、1987年 と1989年 以外 は、1人 当た り売上 高 の変 化量 は プ ラス とな って い る。

前年度 よ りも小 さな値 とな って い る年度 が2年 、そ れ も小 さな値 で あ るとい うこ とか ら、

輸送 は、電機 と ともに、わ が国 を代 表す る重要 な リー デ ィ ソグ産業 と して、 その役割 を充

分 に果 た して きた とい え るであ ろ う。 と ころが、1993年 と1994年 には、設 備利用 度 に よる

マイナ スの変化 量 を労働 装備 率 に よる変化量 がカバ ーで きな くな って い る。 それ は、 労働

装備率 の低下 に よ る。 急激 に売上高 が回復 す る ことに よ って 、設備利 用度 に よる変化量 が

プ ラスに回復 し、1人 当た り売上 高の変化量 はプ ラス にな ってい るけれ ど も、課 題 は、労

働装備 率 に よる変化 量 の低 下 を どの よ うに プ ラス にす る ことがで きるかで あ る。 設備 の増

加 が必 要で あ る。再 度労働 装 備率 に よる変化 量 を プ ラスに し、売上 高 の変 動 を吸収す る こ

とが可 能で あれば 、輸 送 は、 今後 、 しば ら くの間 、 リー デ ィソ グ産 業 の地位 を守 る ことが

で きるで あろ う。 けれ ども、 それ に失 敗す れば 、 リー デ ィソ グ産業 の交代 とい う事態 とな

るであ ろ う。

2部 上場会社 におい て も、1人 当た り売 上高 の変化量 がマ イ ナスで あ る年 は、1982年 、

1983年 、1987年 、1993年 以降 と、 それ ほ ど多 くはな い。 労働 装 備率 に よる変化量 が設備利

用度 の変化 量 のマ イナ ス を カバ ー して い る ことは 、1部 上場 会 社 の場 合 と同 じで あ る。

1992年 には、設 備利用 度 に よる変化量 が大 き くマ イナ スに な って い るに もかかわ らず 、1

人 当た り売上 高の変化量 は プラスであ る。1993年 以降、設 備利用 度 に よる変化量 は回復 し、

マイナ スの程度 が小 さ くな って い る。 けれ ど も、労働 装備 率 に よ る変化量 が低下 す ること

に よって、1人 当た り売上 高の変化量 はマ イナスに転化 して い る。 その後、1995年 まで は、

1人 当た り売 上高 の変化 量 は プ ラスに回復 して い ない。労働 装 備率 に よる変化 量 はマ イナ

スにな ってい る。売 上高 が 回復基調 にあ るこ とか ら、設備 の増 加 、労働装 備率 の上昇 が緊

要 の課 題 とな る。 まず 、設備 を増 や し、労働 装備 率 を高 め る ことが必要 で あ る。

以上 、5業 種 につ いて、1人 当た り売上 高 の変 化量 に影 響 す る二 変量 について、二 変量

変化 分析 を実行 した結果 に基 づ いて、そ こか らえ られた知 見 に基 づい て政 策提 案 を行 って

きた。 ここで取 り上 げ た5業 種 におい ては、1980年 代 末以 降 、バ ブル の時期 を経 験 し、今
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日、非常に大 きな変動の時に直面 していることが明らかになっている。これまでに経験 し

たことのない事態が生 じている。それにもかかわらず、多 くの業種においては、設備利用

度による変化量によって1人 当た りの売上高の変化量をプラスにするとい う神風に期待 し

ているように見受けられる。バクチのような商売といわれるけれども、ここ数年間の各業

種の行動は、設備利用度に振 り回されている。 これまでの 日本経済を支えてきた労働装備

率の高さが失われてきていることが明らかになっている。労働装備率による変化量は軒並

み低下している。今日、改めて、労働装備率を革新していくことによって、始めて継続的

な、長期的な安定性を獲得できるといえる。労働生産性を高めるためには、労働装備率の

内容を構成している設備の変革が求められるところである。

4.む すびに代えて

以上、労働生産性 について、二変量変化分析を実行 した結果を明らかにしてきた。紙幅

の制約上、本稿では、付加価値分析における生産性分析のうち、労働生産性についての分

析に限定 し、資本生産性(経 営資本、総資本)に ついては触れることができなかった。そ

れにもかかわらず、すでに拙稿で提示した各業種についての労働生産性を高めるための方

策については、これが正 しいことが後づけられている5)。そ して、各業種 において実行す

べき事柄が、かなり明確に、実際のデータの中から見いだせることが明らかになった。こ

れまでの付加価値分析に加えて、ここで示 した二変量変化分析は、さらに詳細に変化に対

する要因を洗い出すことを可能にしている。今後、資本生産性について、さらには、付加

価値の分配についても、この二変量変化分析を用いて分析を進めてゆ くことによって、さ

らに多くのことが明確になって くるであろう。すでに、分析用のシステムは完成 し、結果

を得ているので、稿を改めて考究 してゆきたい。

注:

*本 稿 を補 う もの と して、拙稿 「日本 の製造 業:空 洞化 の実態 一検 証:株 式会 社 『日本』

一」 『経営情 報研 究』(摂 南大学 経営 情 報学 部)VOL .4NO.1(1996年7月)、79-1

18ペ ー ジ を参照 され た い。 なお 、本 稿 で用 いた デ ー タは 、 日本 経 済研 究 所 が 作成 した 、

「開銀 企業財務 デ ー タバ ンク」個 別決 算 デー タ(A)1995年 版 で あ る。 また 、分析用 集計

デー タ作 成 プ ログラムお よび付加価 値 分析 プ ログラムは、道 明が作 成 した。 グラフの作成

には 、LOTUS1-2-3を 用 いた。

1)拙 稿 「日本の製造業:付 加価値 の生 産 一検証:株 式会社 『日本』 一」 『経 営情報研究 』

(摂南 大学 経営 情報 学部)VOL.4NO.1(1996年7月)、1-46ペ ー ジ。 本稿 の基

本 デー タ、集計範 囲 、分析対象 期 間は 、 この拙 稿 と ま った く同0で あ るので 、 ここで は

一56一
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示 さない。拙稿 を参照 され た い。 また、以下 の算 式 にっ いて も、 この拙稿 を参 照 され た

い。

2)二 変量 変化 分析 は、変化 の あ り方 を探 るため の差異 分析 で あ る。 この二変量 変化 分析

にっ いて は、加藤 勝康 著 『財 務 分析 入 門』銀 行研 修社 昭和56年110ペ ー ジ以下 、

お よび、道 明著 『企業行 動 の分析 一その方法 と論理 一』 第3版 奈 良大学社 会学 部

平成8年93ペ ー ジ以下 を参 照 された い。

3)本 稿 にお いては、 グ ラフお よび詳細 な表 は、本 文 中に挿入 せず 、別 にま とめ て掲 載す

るので 、それ を参 照 しなが ら、本 文 をお読み いた だ きた い。 なお、 グラフ中 の表 記 は、

省略 してあ るが 、正式 にはっ ぎの とお り。

FIG.1～FIG.14の グラ フ:

付加価 値率:付 加価 値率 によ る変化 量

1人 当た り売 上 高:1人 当 た り売上 高 に よる変 化量

結合 効果:結 合効果 によ る変化 量

変化 量:労 働 生産性 の変化 量(全 体 の変化 量)

FIG.15～FIG.28の グラフ:

労働装 備率:労 働装 備率 に よ る変化 量

設備利用 度:設 備利用 度 に よ る変化 量

結合効果:結 合効果 によ る変化 量

変化量:1人 当た り売上 高 の変 化量

また 、 〔表 一1〕 お よび 〔表 一2〕 は 、二 変量 間 の単 純相 関 を計算 した結果 を抜 き出 し

て ま とめ た もので あ る。 この計 算 に は、SPSSforMSWINDOWSRelease6.1を 用 い

た。 なお 、計 算結果 の欄 は 、(Coefficient/(Cases)/2-tailedSignificance)の 順 に

表 記 して あ る。 本稿 中 の相 関 係 数 の 計 算 は 、 す べ て 同 じSPSSforMSWINDOWS

Release6.1を 用 いた。

4)こ の点 にっ い ては、拙稿 「日本 の製造業:付 加価値 の生 産 一検証:株 式会社 『日本』

一」 、16-19ペ ー ジを参照 され た い。

5)こ の点 にっ い ては、拙稿 「日本 の製造業:付 加 価値 の生 産 一検証:株 式会社 『日本』

一」
、22ペ ー ジ以下 を参照 され た い。

一57一
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〔表 一1労 働 生産性 の二変 量変 化 分析:労 働 生産性変 化量 に対 す る相 関係数〕

1部上場会社 製 造 業 非 製 造 業 化 学 鉄 鋼 一一 般 機 械 電 機 輸 送

付加 価値 率 0.5723 o.olss 0.1513 0.9185 0.9185 0.5817 0.4288

変 化 量 (29) (29) (29) (29) 29) (29) (29)

P=.001 P=.923 P=.433 P=.000 P=.000 P=.001 P=.020

1人 当 た り ・.・
… 0.6353 0.8016 0.8768 0.8360 0.8815 0.7406

売上高変化量 (29) (29) (29) (29) (29} (29) (29)

P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000

結 合 効 果 0.7929 0.6715 0.6095 0.9350 0.8018 0.7385 0.6143

変 化 量 (29) (29) (29} (29) (29) (29) (29)

P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000

2部 上場会社 製 造 業 非 製 造 業 化 学 鉄 鋼
一 般 機 械 電 機 輸 送

付加 価値 率 0.3557 0.3729 0.5039 0.8308 0.6521 0.4015 0.0941

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.058 P=.046 P=.005 P=.000 P=.000 P=.031 P=.627

1人 当 た り 0.9252 0.7797 0.7828 0.8517 0.8894 0.7906 0.8644

売上高変化量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000

結 合 効 果 0.7153 0.8438 0.6716 0.8433 0.8766 0.5861 0.6599

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.000 P=.000 P=.002 P=.000 P=.000 P=.001 P=.000

(Coefficient/(Cases)/2‐tailedSignificance)

〔表 一2労 働 生 産 性 の 二 変 量 変 化 分 析:1人 当 た り売 上 高 に 対 す る相 関 係 数 〕

1部 上場会社 製 造 業 非 製 造 業 化 学 鉄 鋼 一 般 機 械 電 機 輸 送

労働 装備率 0.0396
一 〇.0375 0.0304

一 〇.0108 0.1076 0.1310 0.0915

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.839 P=.847 P=.876 P=.956 P=.578 P=.498 P=.637

設備利 用度 0.9265 0.9446 0.9217 0.9522 0.8815 0.8634 0.9421

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000

結 合 効 果 0.7346 0.6549 0.7313 0.6735 0.7177 0.6851 0.7244

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000

2部 上場会社 製 造 業 非 製 造 業 化 学 鉄 鋼 一 般 機 械 電 機 輸 送

労働 装備 率 0.1280 一 〇.2210 一 〇.0995
一 〇.0156 0.2582 0.2094 0.3546

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.508 P=.249 P=.608 P=.936 P=.176 P=.276 P=.059

設備 利用 度 0.8505 0.8084 ii・i 0.α の 0.8657 0.7007 0.7383

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29) (29) (29)

P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000 P=.000

結 合 効 果 0.5762 0.7554 0.6198 0.8088 0.6074 0.5975 0.6757

変 化 量 (29) (29) (29) (29) (29} (29) (29)

P=.001 P=.000 P=.002 P=.000 P=.000 P=.001 P=.001

(Coefficient/(Cases)/2‐tailedSignificance)
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FIG.1労 働生産性の二変量変化分析
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FIG.5労 働生産性の二変量変化分析

化 学1部 上場

一 付加価値率 ・・…1人 当た り売上高 … 結合効果 一一変化量

4

3

2

1

0

一1

_2

一3

FIG.7労 働生産性の二変量変化分析
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FIG.8労 働生産性の二変量変化分析
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FIG.171人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.191人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.201人 当た り売上 高 の 二 変 量 変 化 分 析
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FIG.211人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.221人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.231人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.241人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.251人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG。271人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.261人 当たり売上高の二変量変化分析
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FIG.281人 当たり売上高の二変量変化分析
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